
 

令和３年１２月１日 

 
令和２年度地方教育費調査確定値の公表  

 

 
 

１．調査内容 

 １）調査対象：大学，短期大学を除く公立の学校並びに都道府県及び市町村教育委員会 

 ２）調査項目：支出項目別・財源別の学校教育費，社会教育費，教育行政費等 

 

２．調査結果の主な概要 

１）令和元年度に支出された地方教育費総額は１６兆３，８４０億円（前年度比 

４，１４５億円，２．６％増）。 

２）このうち，学校教育費は１３兆８，１６７億円（同３，７６３億円，２．８％増）。

支出項目別にみると消費的支出（同１５６億円，０．１％）は減少，資本的支出（同

３，４４６億円，２４．６％）と債務償還費（同４７３億円，５．８％）は増加。 

３）社会教育費は１兆５，５９１億円（同３２４億円，２．１％増）。 

 

３．今後の対応 

 都道府県を始め関係機関にお知らせするとともに，国及び地方における教育諸施策を 

検討・立案するための基礎資料として活用を図る。 

 

 

 

 
 

文部科学省では，学校教育，社会教育及び教育行政のために地方公共団体が支出した 

経費（決算額）の状況を明らかにするため，地方教育費調査を昭和２４会計年度から  

毎年実施しています。 

今般，令和２年度の地方教育費調査（令和元会計年度）の結果が取りまとまりました

ので，公表します。 

＜担当＞総合教育政策局調査企画課                       

        課    長：大 野 彰 子 

        国際教育統計専門官：毛 利 るみこ 

       電話：03-5253-4111（代表）（内線 3548） 
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【調査結果のポイント】 

【 １ 】 地 方 教 育 費 調 査 （ 令 和 元 会 計 年 度 ）  

 

１ 地方教育費総額（表 1～2，図 1） 

表 1 地方教育費の概要（令和元会計年度） 

 
 (注)１ 地方教育費総額とは，地方公共団体が，公立の幼稚園（幼稚園型認定こども園を含む），幼保連携型認定こども園，小学

校，中学校，義務教育学校，特別支援学校，高等学校，中等教育学校，専修学校，各種学校及び高等専門学校における学校教

育活動，社会教育活動及び教育行政のために支出した経費の決算額合計である。 

   ２ 単位未満を四捨五入しているため，計と内訳の合計とは一致しない場合がある。（以下の各表において同じ。） 
 

表 2 教育分野別地方教育費の推移             図 1 教育分野別地方教育費の推移 

  

 (注)表中網掛けは昭和 24 会計年度からの最高値を示している。 

■ 令和元年度に支出された地方教育費総額（地方公共団体が公立の学校教育（大学・短期大学

を除く），社会教育，教育行政のために支出した経費）は，１６兆３，８４０億円。 

前年度と比べて４，１４５億円（２．６％）増加となった。 
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２ 学校教育費 

 

① 財源別の学校教育費の推移（表 3，図 2） 

表 3 財源別学校教育費の推移               図 2 財源別学校教育費の推移 

 
 

 (注)１ 表中網掛けは昭和 24 会計年度からの最高値を示している。 

   ２ 平成 20 会計年度からの寄附金の減少は，調査項目を変更したことによる。 

   ３ 平成 29 会計年度の市町村支出金の増加は，教職員の給与負担が道府県から 

    指定都市へ移譲したことによる。 

  

■ 令和元年度に支出された学校教育費（地方公共団体が公立の学校教育（大学・短期大学を除

く）のために支出した経費）は，１３兆８，１６７億円。前年度と比べて３，７６３億円

（２．８％）増加した。 

■ 財源別に見ると，国庫補助金を財源とする学校教育費支出は前年度から７０４億円

（４．０％），地方債を財源とする学校教育費支出は前年度から２，１１０億円（３

２．８％）増加した。 

■ また，支出項目別に見ると，消費的支出（人件費，教育活動費など，経常的に支出される

経費）は，前年度と比べて１５６億円（０．１％）減少，資本的支出（建築費，設備・

備品費など，将来に残るもの（資本の形成）に対する支出）は，前年度からは３，４４６億

円（２４．６％）と大幅に増加した。 
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② 支出項目別の学校教育費の推移（表 4，図 3） 

表 4 支出項目別学校教育費の推移            図 3 支出項目別学校教育費の推移 

 

(注)表中網掛けは昭和 24 会計年度からの最高値を示している。 

 

③ 学校教育費における資本的支出の増加（表 5） 

表 5 学校教育費（資本的支出，うち建築費）の推移 
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 学校教育費における人件費（表 6，図 4） 

 

表 6 学校教育費（うち人件費及び退職・死傷手当）の推移 

 

 (注)表中の「(割合)」は，学校教育費に占める人件費の割合を表す。 

 

図 4 公立小・中・高等学校(全日制)の人件費と退職・死傷手当の推移 

 

 

  

■ 学校教育費に占める人件費の割合は６７．７％となり，前年度から減少している。 

■ 学校種別に見た場合，小学校は前年度比３３０億円（０．８％）減少，中学校は同 

２００億円（０．９％）減少，高等学校（全日制）は同１５３億円（０．９％）減少

となっている。 
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３ 社会教育費（表 7・8） 

 

表 7 支出項目別社会教育費の推移 

 

 

  

■ 令和元年度に支出された社会教育費は，１兆５，５９１億円。前年度と比べて 

３２４億円（２．１％）増加した。 

■ 支出項目別に見ると，消費的支出（前年度比１０８億円）と資本的支出（同２４８

億円）は増加しているが，債務償還費（同３２億円）は減少している。 
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表 8 施設別社会教育費（うち土地・建築費）の推移 

 

 

■ 社会教育費を施設別にみると，図書館費（前年度比９３億円），博物館費（同 

８６億円），体育施設費（同１３０億円），文化会館費（同１２億円）等に増加がみら

れる。一方，公民館費（同８５億円），青少年教育施設費（同１６億円）等が減少して

いる。 
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【調査の概要】 

 
  １ 調査の目的 
       学校教育，社会教育，生涯学習関連及び教育行政のために地方公共団体から支出された経費並びに

授業料等の収入の実態及び地方教育行政機関の組織等の状況を明らかにして，国・地方を通じた教育諸

施策を検討・立案するための基礎資料を得ることを目的として，昭和２４会計年度より毎年実施している。 

      地方教育費調査のうち教育行政調査は昭和２８年度より実施している（平成１１年度まで毎年実施，以降

隔年実施）。 

 
  ２ 調査の対象期間 
       地方教育費調査  令和元会計年度間（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日） 

 

  ３ 調査対象 

         都道府県及び市町村（特別区，一部事務組合，共同設置及び広域連合を含む。）の教育委員会並び

に公立（公立大学法人が設置する大学に附属して設置されるものを含む。以下同じ。）の幼稚園，幼

保連携型認定こども園，小学校，中学校，義務教育学校，特別支援学校，高等学校，中等教育学校，

専修学校，各種学校及び高等専門学校（公立大学法人が設置する高等専門学校を除く。）を対象とす

る。 

 

  ４ 調査事項 

   (1) 教育委員会等における教育費調査 

① 支出項目別，財源別学校教育費 

② 支出項目別，財源別社会教育費 

③ 支出項目別，財源別教育行政費 

④ 教育施設別，科目別収入額 

(2) 知事部局における生涯学習関連費調査（知事部局所管施設分） 

○  支出項目別，財源別生涯学習関連費 

 

  ５ 報告書刊行予定 

    令和３年１２月 

なお，調査結果は，文部科学省ホームページ 

（https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/001/index05.htm）にも掲載する。 
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地方教育費調査用語解説 

 

 

  本調査では，上記教育費支出を「財源」別・「支出項目」別に分けて把握している。 

 

 

 
 

 

 
（注１） 

 

 

 

 
（注１） 

 

 

 

 
                                            （注３） 

（注１）元は国から支出された交付金等であっても，地方公共団体が一般財源として受け入れ，区分経理等を行っていないものは，この調査で 

は都道府県支出金又は市町村支出金に含めている。 

（注２）地方交付税や家庭から徴収された授業料，入学金，検定料等が含まれる。 

                 （注３）社会教育費では，「公費に組み入れられない寄附金」も財源に含めている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区  分 教 育 費 の 内 容 

学校教育費 
公立の幼稚園，幼保連携型認定こども園，小学校，中学校，義務教育学校，特別支援学校，

高等学校（全日制・定時制・通信制課程)，中等教育学校，専修学校，各種学校及び高等

専門学校における学校教育活動のために支出した経費 

社会教育費 
地方公共団体が条例により設置し，教育委員会が所管する社会教育施設の経費及び教育委

員会が行った社会教育活動のために支出した経費（体育・文化関係，文化財保護を含む） 

教育行政費 
教育委員会事務局（所管の教育研究所等を含む）の一般行政事務及び教育委員会の運営の

ために支出した経費 

国 庫 補 助 金 

公 費 （ 歳 入 ） 組 入 れ 寄 附 金  

地  方  債 

都道府県支出金 

国が地方公共団体に対して交付した補助金等（文部科

学省以外の省庁からの補助金を含む。） 

市町村が自らの収入（地方税等(注２)）から市町村立の

学校，社会教育施設，教育委員会事務局のために支出

した経費（教育委員会以外の部局からの支出を含む。） 

都道府県及び市町村が教育施設建設や退職手当等のた

めに起債した経費のうち，当該会計年度支出分 

市 町 村 支 出 金 財 源 

都道府県が自らの収入（地方税等(注２)）から都道府県

立の学校，社会教育施設，教育委員会事務局のために

支出した経費や市町村に対する補助（教育委員会以外

の部局からの補助を含む。） 

債 務 償 還 費 

消 費 的 支 出 

新たに財産を取得，増加又は補充するために支

出される経費 

教育施設建設や退職手当等のために起債した地

方債の元金の返済，利子の支払い及び手数料に

要した経費  

資 本 的 支 出 支 出 項 目 

経常的に支出される経費 

□ 人件費：教員及び職員の給与並びに共済組合等負担金，恩給費等，退職・死傷手

当等の経費 
□ その他の消費的支出（学校教育費のみの区分） 
・教育活動費：児童・生徒に対する教育活動及びその補助のために支出した経費（教

授用消耗品費，特別活動費など） 
・管理費：修繕費並びにその他の管理費（学校事務経費，維持費，光熱水費など） 
・補助活動費：補助事業費（児童・生徒の就学を支えるために，直接児童・生徒に対

し給付される性質の経費。幼稚園就園奨励費，高等学校等就学支援金

など）並びにその他の補助活動費（給食関係費，通学関係費，寄宿舎

費など，児童・生徒が学校に関する諸活動を行うために支出した経費） 
・所定支払金：定期的に支払義務が生じる経費 

□ 土地費：敷地・実習地等の新規購入費，拡張のための土地購入費，移転補償費，

整地のために要した経費 
□ 建築費：施設の新築・増改築，又は大規模な改修・改良のために支出した経費 
□ その他の資本的支出（学校教育費のみの区分） 
・設備・備品費：設備・備品の購入・補充に要した経費（取付け・運搬費を含む） 
・図書購入費 


